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1．はじめに  

 

 経済のグローバリゼーションが急速に進展する中、

経済格差や所得格差は世界規模で拡大の一途をた

どっており、気候危機もますます喫緊かつ深刻になっ

ています。また、世界各地で武力衝突や地域紛争が

繰り返されています。 

 

2019 年末に発生した新型コロナウィルス感染症

（以下、COVID-19）の収束が見えてきましたが、そ

の影響は、貧困や経済格差、環境問題や人権侵害

など、既存の世界の課題をより深刻にし、最も脆弱な

人々の命を脅かしています。 

国内においても、もともとあった、あらゆる格差や不

平等は広がり、子どもの貧困や教育保障の問題も深

刻になっています。 

 

DEAR は設立当初より、開発教育を通して、公正

で持続可能な社会をつくるために活動をしてきました。

そして、昨年 12月には、設立 40周年を祝うことがで

きました。全国各地において、開発教育の担い手も

その内容も様々な形で広がりができています。 

 

2020 年度より３年間 COVID-19 感染拡大防止の

ため、オンラインで実施してきた事業を、今年度は対

面でも実施していきたいと思っています。 

 

このような状況だからこそ、会員のみなさまとともに、

より具体的に、公正で持続可能な社会のあり方、教

育のあり方、地域における取り組みなどについて、協

議していきたいと思っています。 

 

DEARは、2022年～26年度中期重点方針・重点

事業を策定しました。この方針に則り、会員の皆様と

共に活動に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

2．2022年～26年度  

中期点方針・重点事業 

 

2022～26 年度５か年の中期重点方針として以下

の２つを掲げ、各種事業の中で取り組んでいきます。

なお、これらの方針は、2024年度を中間年として、評

価を行います。 

 

＜２つの重点方針＞ 

１． 開発課題をわたしたちの課題として捉え考える

市民性・公共性の追求 

２． 教育者中心から学習者中心の教育への教育観

の転換に向かう 

 

＜５つの重点事業＞ 

１． 開発課題（ジェンダー・貧困など）と開発教育に

関する研究会の実施 

２． 成人教育・社会教育としての開発教育の推進 

３． 開発教育ファシリテーション（対話）の再考・議論

の促進 

４． 教育政策に関する調査・ネットワークづくり 

５． 組織基盤強化 

 

 

3．各種事業計画 

 

今年度も６つの事業領域を設け実施していきます。 

Ⅰ. ネットワーク事業 

Ⅱ. 実践・研究事業 

Ⅲ. 情報・出版事業 

Ⅳ. 人材育成事業 

Ⅴ．政策提言事業 

Ⅵ．その他の事業 

 

さらに、組織運営の重点項目についても記載しま

した。以下に、各領域の事業計画を示します。 

 なお、各事業のあとには、それが昨年度からの「継

続事業」の場合には「継続」、今年度から始める事業

の場合には「新規」と表記しました。 
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また、その事業に充てられる財源を、参考までに以

下のように表記しました。 

・ Ａ予算 会費・寄付金等の自己財源 

・ Ｂ予算 助成金・協力金・委託金等の外部財源 

・ Ｃ予算 当会の自己財源や外部財源によらず、

当該事業を独立採算（参加費収入・販売収入な

ど）で実施する予定の場合 

 

  

Ⅰ ネットワーク事業 

 

1）国内ネットワーク事業 

全国の開発教育実施団体と連携協力しながら、各

地域の担い手（団体・個人）とのネットワークの維持強

化や協働事業の実施に努めていく。 

 

①地域ネットワーク会議  

標記会議を開催し、地域で現在どのような活動が

行われているのか、DEAR とどのように連携できるの

か、などについて情報共有をする機会とする。 

（※継続・Ａ予算）  

 

②成人学習・教育（ALE）プロジェクト 

2021年度からすすめている本プロジェクトの最終

年として、成人教育・社会教育において、ESDをす

すめる団体とつながり、情報共有や実践共有、経験

交流を行うプラットフォームを構築する。さらに、成人

教育・社会教育において、アクティブ・シティズンシッ

プ教育をすすめるためのハンドブックを作成し、広く

活用してもらうために意見を収集したり、実践共有を

行う。 ※地球環境基金助成事業 

 （※継続・Ｂ予算）  

 

③学びあいフォーラム 

2015年度から６年間実施してきた学びあい

フォーラムの活動を振り返るとともに、地域で開発

課題に向き合い、学びの場を推進している実践を

共有したり、地域での発見を共有したりする場など

を設定する。 

 （※継続・Ｃ予算） 

 

2）海外ネットワーク事業 

DEARが団体会員になっているアジア南太平洋基

礎・成人教育協会（ASPBAE）を通じて経験交流・情

報共有を継続する。 

また、DVV International（ドイツの成人教育協

会）が主催するプロジェクトに加わり、世界各地の団体

と共に、Whole Institute Approachの観点で、組織

を考え、研修にも参加する。 

 （※継続・Ａ予算） 

 

 

Ⅱ 実践・研究事業 

 

1）「開発教育研究会」 

開発教育の研究実践活動の質的な進化や向上に

向けて、関連する教育的課題や今日的課題などに関

する調査研究活動を行う。 

 

①「SDGs と開発教育研究」部会 

 開発教育や ESDの実践を SDGsの中の本質的な

視点である、公正・共生・参加・循環などの視点から

捉え直し、分析する研究会を開催する。また、2019

年度に発行した『SDGs 学習のつくりかた 開発教育

実践ハンドブックⅡ』を用いて、SDGsをより開発教育

的な視野で考える「DEARカレッジ」を開催する。 

 （※継続・Ｃ予算） 

 

②「開発教育ファシリテーション研究」部会 

 開発教育におけるファシリテーションとは何か、につ

いて、メンバーの中での重視する視点や意識を共有

し、共通する課題などを明らかにする研究会を開催す

る。研究会の知見をもとに、d-labの分科会などを担

当する。 

（※継続・Ｃ予算） 

 

③「開発教育とジェンダー研究」部会 

 ジェンダーに関する活動経験や問題意識の共有と
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整理を行い、ジェンダー問題を学習し、共通理解を作

ることを目的とした研究会を開催する。教育関係者

が、学習教材や自らの教育姿勢をジェンダーの視点

で見直し、ジェンダー教育を実践するための教材を作

成・発行する。 

（※新規・Ｂ予算） 

 

2）機関誌『開発教育』の編集発行 

機関誌『開発教育』第 70 号を 2023 年 12 月に発

行する。特集は「国際協力と開発教育」（仮）とし、国

際協力の変遷や開発教育の役割などについて寄稿

してもらう。 

また、来年度の第 71 号の発行に向けた企画編集

作業を進める。さらに、査読制度を引き続き行い、会

員からの投稿を積極的に集める。 

また、今までの機関誌をアーカイブ化し、ウェブ掲

載に向けた準備を開始する。 

   （※継続・Ａ予算） 

 

3）d-lab2023 （第 41回開発教育全国研究集会） 

2023 年８月 11 日（祝・金）、12 日（土）の２日間の

日程で、JICA 地球ひろばにて d-lab2023 を開催す

る。内容に関しては、実行委員会を立ち上げ、検討、

準備する。  

  （※継続・Ａ予算） 

 

 

Ⅲ 情報・出版事業 

 

1）新規教材図書の企画編集と制作発行 

 開発教育に関連する次のような新規の教材や図書

の、企画編集や制作発行や増刷をおこなう。 

新たな書籍の企画・出版計画を協議し、その財源や

実施体制の確保に努めていく。 

 

① 『ジェンダー教育に関する教材』（仮題） 

ジェンダー研究会での協議を通して、学習教材 

や学習プログラムおよび自らの教育姿勢をジェン

ダーの視点で見直し、ジェンダー教育を実践するた

めの教材を作成・発行する。 

 （※新規・Ｂ予算） 

 

2）その他図書教材の編集企画・編集協力 

 上記以外にも図書・教材・資料等の編集企画を進

めるとともに、当会関係者による出版企画に対して協

力していく。また、既存の教材で在庫が少ない下記の

ものを改訂・増刷発行を行う。 

＜単純増刷＞ 

・ 『地球の食卓 フードマイレージ』  

＜改訂増刷＞ 

・ 『ワークショップ版 世界がもし 100 人の村だっ

たら』（第 6版を改訂し第 7版） 

（※継続・Ａ予算） 

 

3）出版物販売 

 当会発行の教材・図書資料の他、関係団体からの

委託図書などを販売するほか、全国の学校で配布さ

れる以下のカタログに当会の教材の一部を掲載し販

売するなど、自己財源の強化を図る。 

＜カタログ＞ 

・ ヒルマ教材総合カタログ 

・ スクラボ（SQLabo）教材総合カタログ 

                          （※継続・Ｃ予算） 

 

 

Ⅳ 人材育成事業 

 

1）講師派遣事業 

政府機関・自治体・教育委員会・学校／大学・自治

体国際化協会・NGO などからの講師派遣依頼に対

して、役職員等を講師として派遣する。また、対象向

けにウェブサイト等で講師派遣プログラムを広く公開

する。対面講座も実施していく。 

                    （※継続・Ｃ予算） 

 

2）DEARカレッジ 

開発教育 SDGs 研究会の知見をもとに、SDGs に

かかわるテーマについて、ゲストの講義や開発教育
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の視点から学び、学習づくりを考える連続講座

「DEAR カレッジ」の第３期をオンラインで開催する。 

 （※継続・Ｃ予算） 

 

3）教材体験フェスタ 2024 

DEARやその他の開発教育や国際理解教育の教

材を体験してもらい、各現場で実践してもらうための

標記「フェスタ」を対面で回開催する。 

                     （※継続・Ｃ予算） 

 

4）各種講座 

①開発教育入門講座 

開発教育の基礎的理解やワークショップ体験を目

的とした本講座を毎月１回オンラインまたは、対面で

開催する。  

   （※継続・Ｃ予算） 

           

②その他のセミナーやワークショップ 

開発教育をはじめ、参加型開発などの関連テーマ

に関するセミナーや、自主講座のワークショップなど

を随時開催する。             

  （※継続・Ｃ予算） 

 

 

Ⅴ 政策提言事業 

 

1）行政に対する政策提言 

援助行政・教育行政に対して、開発教育の推進を

政策に入れていくために積極的に働きかける。 

（※継続・Ａ予算） 

 

①国際協力行政・援助政策に対する政策提言  

開発協力大綱のなかに、開発教育が位置づけら

れたことから、開発教育のあり方などについて、議論

や提言活動を、NGOのネットワークと協力して行う。 

                      （※継続・Ａ予算） 

          

②教育行政・教育政策に関する政策提言 

教育政策の策定に関して、市民からの発信を行う。

具体的には、持続可能な開発目標（SDGs）4.7 だけ

でなく、SDG４に関して、教育保障や教育の質の問

題についても、他団体と協力して政策提言活動を行

う。 

                      （※継続・Ａ予算） 

 

③成人教育・社会教育政策に関する政策提言 

国内の成人教育・社会教育にＥＳＤやアクティブ・

シティズンシップの視点が含まれるように、市民社会

と連携し、政府や自治体に政策提言を行っていく。 

※地球環境基金助成事業 

（※継続・Ｂ予算） 

 

2）キャンペーンへの協力 

（一社）SDGs市民社会ネットワーク（SDGsジャパ

ン）や教育協力NGOネットワーク（JNNE）の正会員

として、持続可能な開発目標（SDGｓ）の啓発や基礎

教育の推進などに向けた意識喚起のキャンペーンに

積極的に参加し、キャンペーンツール作成や研修へ

協力する。              

  （※継続・Ｂ予算） 

 

 

Ⅵ. その他の事業 

 

1）受託事業 

①外務省「NGO相談員プログラム」 

外務省より標記プログラムを受託し、関東圏を中心

に全国から開発教育や国際協力に関する幅広い相

談を受ける。             

  （※継続・Ｂ予算） 

 

②JICA NGO等提案型事業  

 JICAより標記プログラムを受託し、NGOや開発教

育を推進する市民団体の組織強化、ネットワーク強

化のための事業を実施する。 

具体的には、関西におけるセミナーを開催し、地

域のNGOが開発教育の教材づくりやプログラム運営

をすすめる支援を行う。 
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（※新規・Ｂ予算） 

 

③聖心グローバルプラザ内「BE＊hive」 

聖心女子大学グローバルプラザ内に設置された

展示・ワークショップスペース「BE*hive

（ビー・ハイブ）」の展示を活用したワーク

ショップの企画・運営等を行う。 

（※継続・Ｂ予算） 

 

④外務省「NGOインターンシップ・プログラム」 

 外務省より標記プログラムを受託し、インターンを受

け入れて、業務を通して育成していく。 

                      （※継続・Ｂ予算） 

 

⑤角川ドワンゴ学園オンラインワークショップ作成 

学校法人角川ドワンゴ学園より標記プログラム

を受託し、同法人が運営する N 中等部および N

高校ならびに S高校の中高生を対象としたワーク

ショップ作成と連続ワークショップの企画・運営

を行う。 

（※継続・Ｂ予算） 

                      

2）外部団体との共催・協力事業 

  政府機関・自治体・大学・NGO などが実施する開

発教育関連事業に対しては、共催・協力・後援などの

形でこれに連携していく。 

 

①開発教育連続セミナー2023 

＜主管：DEAR大阪運営委員会＞ 

(公財)大阪国際交流センター、(独)国際協力機 

構、関西国際センターが共催する開発教育に関す 

る基礎的理解を目的とした連続セミナーの企画・ 

開催に協力する。 

また、過去の連続セミナー受講者が講師となりセミ

ナーを進行する。 

 （※継続・Ｂ予算） 

 

②CRP教材作成への協力 

気候変動に対する意識啓発をすすめる CRP

（Climate Reality Project）の作成する気候変動を

テーマにした教材についての内容や進め方、編集な

どに関して協力する。          

（※新規・Ｂ予算） 

 

                            

4．組織運営に関する項目 

 

1）会報誌「DEARニュース」の編集発行 

当会の情報誌である本誌を年５回（12 月を除く偶

数月）の予定で発行する。また、過去の記事をアーカ

イブ化してウェブに掲載する。      

 (※継続・Ａ予算) 

           

2）サポーター制度の促進 

認定NPO法人格を取得していることから、継続的

に DEARをサポートしてくれる人を増やし、組織強

化につなげるために、サポーター制度の登録者を増

やす。            

  （※継続・Ａ予算） 

 

3）40周年記念募金 プレゼント募集 

 昨年度実施した 40周年記念募金で延べ 94名の

方から 101件、1,282,000円のご協力をいただい

た。開発教育に出会い、これから取り組んでみようと

いうビギナーや若手の方に 75件の教材や講座を無

料で「プレゼント」することができるようになったことか

ら、プレゼント希望者を募集し、プレゼントを届けると

ともに、寄付者との交流会などを実施する。 

（※新規・Ａ予算） 

 

4）組織基盤強化 

 財政基盤を安定させ、広く信頼を得て、自立した組

織になるために経営計画を立て、ファンドレイジング

に力を入れる。特に遺贈寄付を含む大口寄付の受け

入れ体制を整備するとともに、事務局や理事会の役

割の整理、職員の能力強化や待遇改善などを図る。 

（※継続・Ａ予算） 

 

5）職員の他団体への在籍出向 

職員をさっぽろ自由学校「遊」（北海道・札幌市）に



   

6 

2023年 6月より２年間（ただし、週４日）の予定で在

籍出向させる。 

         （※継続・Ｂ予算） 

 

 

5．組織体制 

 

本年度は、次のような組織体制をもって当協会の

組織運営および事業運営にあたる。 

 

1）会員総会 

 2023 年５月 27（土）に定期会員総会を開催し、過

年度の事業報告と決算の承認と、本年度の計画と予

算を報告する。 

 

2）理事会 

 事業計画および予算に基づきながら、組織や各事

業の運営責任を担う。 

 

3）常任理事会 

 理事会の判断が緊急に要する場合、正副代表理

事・常任理事・事務局長で構成される「常任理事会」

において、その協議を行い、意思決定を行う。 

 

4）各種委員会 

 代表理事から委嘱を受けた委員で構成され、理事

会から諮問された事項や特定課題についての協議 

や企画立案を行う。 

 

5）評議員会 

当会の組織運営や事業運営に関して、自由かつ

多様な立場から意見や提案を集約し、理事会に対し

て提言または建議する。 

 

6）監事 

  会計監査および事業監査を行う。 

 

7）顧問 

  理事会に対して助言等を行う。 

 

8）ボランティア・チーム  

  DEAR の各事業の企画運営を行うボランティア・

チームを随時設置する。メンバーは、理事や評議員

をはじめ、会員などに広く参加を求めていく。 

 

9）インターン／ボランティア 

 開発教育に関する課題研究や実務体験を目的とす

るインターン（原則週３日３ヶ月以上）をはじめ、事務

局の日常業務を補佐するボランティアを随時受け入

れていく。 

 

10）事務局の職員体制 

 今年度の事務局の職員体制は、専従職員５名、嘱

託職員２名とする。 

 

事務局長 中村 絵乃（専従）  

事業局次長   伊藤 容子（専従） 

            ※４月１日から 

事業主任 八木 亜紀子（専従） 

※６月１日から在籍出向 

(週４日) 

経理・総務主任 牧 啓太（専従） 

            ※４月１日から 

事業主任     岩岡 由季子（専従） 

            ※４月 1日から 

事業担当 進藤 夏葉（嘱託） 

※５月 1日から 

書籍担当 若松 陽子（嘱託） 

 

以上 


